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1.会社の状況に関する重要な事項 

(1) 事業の経過および成果 

【全般の状況】 

当社は、主に自然由来の亀岡市産の電力を市の公共施設や民間施設などに供給し、エネルギーの地産地

消を目指すとともに、そこで得た収益をエネルギー関連事業や地域活性化事業などに還元することにより、

地域の発展に貢献することを目的として設立され、平成30年４月に電力供給を開始しました。 

第５期は令和３年４月から令和４年３月までで、税引前当期純利益は1.1百万円となりました。 

 

また、令和3年10月から令和4年3月にかけて電力市場の高騰が継続し、当社の事業にも1月は単月

で 3.5 百万円の赤字となるなど多大な影響を及ぼしました。これは、長期に渡り高騰が続いた要因として

「液化天然ガス（LNG）不足」や「世界的な石油・天然ガス不足」などの要因が重なったことが指摘され

ています。従来からの当社の運営に当たっては、過去の市場価格の高騰を想定したうえで、年間を通して

見れば赤字にならないような仕組みの中で電力を供給していましたが、今回の市場高騰は、事前想定を大

きく上回るもので、今後の継続も懸念されています。 

 

単位：千円

売上高 48,649 100.0% 112,595 100.0% 132,222 100.0% 153,651 100.0%
売上総利益 15,291 31.4% 19,056 16.9% 668 0.5% 565 0.4%
営業利益 11,917 24.5% 11,330 10.1% ▲725 -0.5% ▲2,251 -1.5%
経常利益 11,917 24.5% 11,333 10.1% ▲724 -0.5% 1,197 0.8%
税引前当期利益 11,917 24.5% 11,333 10.1% ▲724 -0.5% 1,197 0.8%

第２期 第３期 第５期第４期

 

 

 

【契約先数と供給量】 

契約電力は、2021年（令和3年）3月の7,210kWとなりました。この内訳として、当社が電力を調達

して需要家へ供給する直接供給が 4,405kW、パートナー企業であるミツウロコグリーンエネルギ-株式会

社による取次供給が 2,805kW となりました。また、この直接供給と取次供給による電力供給量は年間で

合計13,889,573kWhとなりました。 

第５期事業計画の販売目標 6,031kW（新規 500kW）に対しては、目標以上である 1,679kW の増加と

なっています。 
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また、2020年1月よりサービスを開始した低圧施設である家庭・小規模事業者向けの供給サービスの

供給状況については次の通りとなりました。第５期においては、契約数を維持しています。 

 

 

 

【売上高と売上原価】 

当期の売上高は、153.6百万円、売上原価は154.2百万円（100.4%）となりました。 

売上原価の内訳は、調達費が95.1百万円（61.9％）、託送料が32.1百万円（20.9％）、再エネ納付金が

14.2百万円（9.2％）、電力事業直接原価（業務委託費、JEPX取引手数料等）が12.6 百万円（8.2％）と

なりました。 

結果、売上総利益は▲0.5百万円（▲0.0%）となりました。 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

契約電力　計（kW） 5,556 7,179 7,178 7,265 7,130 6,988 6,960 7,125 7,111 7,086 7,203 7,210 －

公共_高圧 4,067 4,067 4,067 4,080 3,958 3,823 3,823 3,987 3,974 4,007 4,120 4,120 －

公共_低圧動力 10 10 10 10 11 11 11 11 11 12 12 12 －

公共_低圧電灯 29 29 29 29 29 29 5 5 5 5 5 5 －

高圧 127 127 127 127 127 127 127 127 127 127 130 134 －

動力 136 136 136 136 135 124 124 124 123 134 133 134 －

1,187 2,810 2,809 2,883 2,870 2,874 2,870 2,871 2,871 2,801 2,803 2,805 －

販売電力量　計（kWh） 338,490 1,039,135 1,179,695 1,393,334 1,204,483 1,177,614 1,150,826 1,165,136 1,301,351 1,376,968 1,346,772 1,243,269 13,917,073

公共_高圧 247,080 221,210 334,189 432,261 287,037 341,830 312,109 358,216 461,073 534,595 542,510 417,410 4,489,520

公共_低圧動力 159 174 151 269 180 160 153 166 167 236 147 138 2,100

公共_低圧電灯 1,039 1,093 1,002 1,063 1,102 923 966 1,015 964 1,194 956 763 12,080

高圧 11,018 9,631 11,547 12,706 12,918 13,793 11,857 11,687 14,929 15,526 17,230 13,706 156,548

動力 3,914 2,766 2,177 3,600 6,344 3,804 3,255 3,516 5,893 7,987 6,800 5,948 56,004

75,280 804,261 830,629 943,435 896,902 817,104 822,486 790,536 818,325 817,430 779,129 805,304 9,200,821

平均負荷率（%） 8.5% 19.5% 22.8% 25.8% 22.7% 23.4% 22.2% 22.7% 24.6% 26.1% 26.9% 23.2% －

　取次供給

2021年 2022年
合計

　取次供給

　直接供給

　直接供給

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

契約件数　計（件） 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

従量電灯A（家庭） 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

従量電灯B（事業所） 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

販売電力量　計（kWh） 7,739 6,520 6,084 7,597 9,488 7,439 7,211 8,018 8,675 11,001 8,705 8,469 96,946

従量電灯A（家庭） 2,930 2,151 1,725 2,391 3,141 2,267 2,110 2,820 3,284 3,996 3,045 2,980 32,840

従量電灯B（事業所） 4,809 4,369 4,359 5,206 6,347 5,172 5,101 5,198 5,391 7,005 5,660 5,489 64,106

合計

　取次供給

　取次供給

2022年2021年
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【販売費及び一般管理費と営業利益】 

売上総利益▲0.5百万円に対して、販売費及び一般管理費は総額1.6百万円、差し引き営業利益は▲2.2

百万円となりました。 

販売費及び一般管理費には、第５期における特別な要因として、支払手数料（税理士費用、金融機関手

数料等）0.2百万円、旅費交通費0.1百万円、減価償却費0.6百万円を計上しています。 

 

 

【営業外収益及び営業外費用】 

営業外収益で、受取利息及び雑収入（市場高騰に伴う保険金等）3.5百万円を計上しています。 

 

【税引前当期純利益及び当期純利益】 

法人税、住民税及び事業税 20.7万円、法人税等調整額 4.1万円、当期純利益は 103.0万円となりまし

た。 

 

【配当】 

利益剰余金の配当は可能でありますが、配当は行わず、電力卸取引市場の急激な変動に備えることと、

新事業やまちづくり事業、設備投資等の地域振興に関する事業に来期以降充当します。 

 

(2) 主な設備投資の状況 

設備投資はありません。 

 

(3) 資金調達の状況 

前会計年度末 当会計年度末 増減 借入先・引受先
短期借入金 0 20,000,000 20,000,000 京都銀行
借入金（運転資金） 0 7,996,000 7,996,000 京都銀行

合　計 0 27,996,000 27,996,000 京都銀行  

 

 

 

 

 

単位：百万円
第２期 第３期 第４期 第５期

売上高 売電売上 41.4 85.0% 110.1 97.9% 132.0 99.8% 147.8 96.2%

取次収入 7.3 15.0% 0.2 0.2% 0.2 0.2% 5.7 3.7%

補助金収入 0.0 0.0% 2.2 2.0% 0.0 0.0% 0.0 0.0%

合計 48.7 100.0% 112.5 100.0% 132.2 100.0% 153.6 100.0%

売上原価 調達費 15.0 30.8% 48.1 42.8% 80.9 61.2% 95.1 61.9%

託送料 10.6 21.8% 26.7 23.7% 29.9 22.6% 32.1 20.9%

再エネ納付金 4.2 8.6% 9.9 8.8% 11.5 8.7% 14.2 9.2%

電力事業直接原価 3.5 7.2% 8.6 7.6% 9.0 6.8% 12.6 8.2%

合計 33.4 68.6% 93.5 83.1% 131.5 99.5% 154.2 100.4%

売上総利益 15.3 31.4% 19.0 16.9% 0.6 0.5% ▲0.5 ▲0.0%
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(4) 対処すべき課題･施策 

①顧客の拡大による事業の安定化、投資原資の確保 

新電力業界の競争が激化する中、価格優位性を担保するための対策として取次供給を勧めた結果、

未契約の公共施設や市内民間企業の需要についても徐々にではありますが、取り込むことが出来まし

た。今後、電気代の高騰により、自家消費型太陽光発電のニーズが高まりつつあり、こうした企業に対

して電力供給も含めてアプローチするなど、受注に向けた動きを引き続き行う必要があります。 

一方、市場高騰の状況変化に対して迅速に対応するなど、リスク回避を図りつつ、他社との差別化

を図っていく必要があります。 

 

②市場高騰への対応 

第５期に発生した市場高騰に対して、国等では対策が検討されていますが、当社としても高騰リス

クを回避する対応が必要です。今後、電力調達先について、相対電源や先物取引等で市場変動リスク

を回避すること、自家消費型太陽光発電の導入で市場調達量を減らすこと、保険への加入等の対策を

図っていきます。 

 

③小売電気事業からの事業展開 

当社の設立目的である地域の発展に貢献していくため、地域活性化事業などを検討・展開していく

必要があります。 

第５期は、小売電気事業と親和性の高い新たな事業として、再生可能エネルギーの導入や省エネル

ギー化など、公共及び民間施設で調査検討を進めてきました。今後は、これらの事業を具体化し、公

共・民間問わずこうしたサービスを提供していくことで、市に貢献しながら、かつ、市内の民間企業や

市民にも選ばれる企業を目指します。 

 

(5) 財産および損益の状況 

単位：千円
第２期 第３期 第４期 第５期

売上高 48,649 112,595 132,222 153,651
経常利益 11,917 11,330 ▲724 1,197
当期純利益 9,344 8,958 ▲879 1,030
1株当り当期純利益 58,402円31銭 55,990円32銭 ▲5,498円91銭 6,439円93銭
総資産 27,013 38,195 40,732 94,188
純資産 16,976 25,934 25,054 26,084  

 

(6) 重要な親会社および子会社の状況 

①重要な親会社の状況 

議決権の過半数を有する株主様としては、亀岡市は当社の株式を80株（出資比率50.0%）保有してお

ります。 

②重要な子会社の状況 

子会社は所有していません。  

 

(7) 主要な事業内容 

•小売電気事業 

•発電事業、省エネルギー事業 

•新事業やまちづくり事業等地域振興に関する事業 

 

(8) 主要な事業所・営業所 

名称 所在地
本店 京都府亀岡市安町野々神８番地  
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(9) 従業員の状況（令和4年3月31日現在） 

事業運営は包括委託しており、直接雇用等する従業員はいません。 

 

(10) 主要な借入先（令和4年3月31日現在） 

借入先 借入金残高
京都銀行 27,996,000円  

 

(11) 株式の状況 

①発行済株式の総数 160株 

②株主数 7名 

③株主 

株主名 持株数
亀岡市 80株
パシフィックパワー株式会社 46株
亀岡商工会議所 8株
株式会社京都銀行 8株
京都信用金庫 6株
京都中央信用金庫 6株
京都北都信用金庫 6株  

 

(12) 会社役員に関する事項 

①取締役及び監査役の氏名等（令和4年3月31日 現在） 

 

 

2.その他重要な事項 

特記すべき事項はありません。 

 

                                                 

(注)  1.本事業報告の記載は表示単位未満を切り捨てております。 

2.売上高等の記載金額には、消費税および地方消費税は含まれております。 

 

  

地位 氏名 担当又は主な職業

代表取締役 桂川　孝裕 亀岡市長

代表取締役 芦刈　義孝 パシフィックパワー株式会社　事業推進部長

監査役 田中  健 株式会社京都銀行　亀岡支店長
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■貸借対照表 
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■損益計算書 
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■販売費及び一般管理費 

 

 
 

 

■株主資本等変動計算書 
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■個別注記表 
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■勘定科目内訳書(1) 
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■勘定科目内訳書(2) 
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■勘定科目内訳書(3) 
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■勘定科目内訳書(4) 
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■勘定科目内訳書(5) 
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■勘定科目内訳書(6) 
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■勘定科目内訳書(7) 
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■附属明細書 

 

 

 

 


